
アコムグループのプレゼンス  

アコムグループは、「3つの中核事業」を軸に事業を展開する、

消費者金融業界のリーディングカンパニーです。

これからも、90年近い歴史の中で培われた強みにさらに磨きをかけ、ステークホルダーの期待に応えつづけます。

営業収益

2,947億円
営業収益1,560億円
営業利益 417億円
構成比率  52.9%

お客さまの「信用」をもとに、主に 
個人の方を対象に少額・無担保で 
融資をおこなうビジネス

数字で見るアコム

グローバル事業基盤

営業利益

863億円

創業

1936年
1936年に 
繊維製品卸小売業として創業

ローン残高シェア

No.1
個人向けカードローン市場

（ノンバンク業態）でトップシェアを誇る

総利用者数

559万人
国内、海外での
総利用者数は550万人を超える

営業債権残高

2.5兆円
営業債権残高（連結）は
2.5兆円を超える

保証提携先

58社
提携先は58社で
1社当たりの信用保証残高は200億円を超える

グループ従業員数

5,404名
5,000名を超えるグループ社員が一丸となって
全てのステークホルダーの期待に応えつづける

タイ王国
EASY BUY Public  
Company Limited
出資比率 71.0％
設立年月 1996年9月
事業内容  無担保ローン事業、 

インストールメントローン事業

フィリピン共和国
ACOM CONSUMER  
FINANCE CORPORATION
出資比率 80.0％
設立年月 2017年7月
主要事業 無担保ローン事業マレーシア

ACOM (M) SDN. BHD.
出資比率 100.0％
設立年月 2021年7月
主要事業 無担保ローン事業

ローン・ 
クレジットカード事業

事業別
営業収益
構成比

営業収益707億円
営業利益226億円
構成比率 24.0%

提携先が販売するローン商品を 
利用されるお客さまの 
債務保証をおこなうビジネス

信用保証事業営業収益618億円
営業利益223億円
構成比率 21.0%

日本国内で培った 
経験やノウハウを活用し、 
海外で個人の方を対象に 
少額・無担保で 
融資をおこなうビジネス

海外金融事業
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経営資本

外部環境

事業と人への投資

ステークホルダーへの還元

経済価値の 

創出
（利益）

お客さまの 

満足
（CS）

ビジョン

創業の精神 企業理念マテリアリティ

企業価値の
向上

従業員数
　国内  2,264名
　海外  3,140名

連結営業債権残高
 2兆5,310億円
自己資本  6,280億円
信用格付 R&I  AA-
 JCR AA-

（2024年5月末）

営業ネットワーク
　国内  672店
　海外  109店
　クレジットカード
　即時発行機  648台
リアルチャネルと同様の
サービスを提供するデジタル
チャネル（ホームページ、アプリ）

ブランド力・集客力
与信・審査ノウハウ
債権回収ノウハウ

保証提携先  58社（連結）
海外進出国  3ヶ国
利用者数
　ローン事業  179万人
　信用保証事業  189万人
　海外金融事業  148万人

人的資本

財務資本

製造資本

知的資本

社会関係
資本

株主・投資家　／　社会　／　取引先

お客さま　／　提携先　／　社員

全てのステークホルダーの期待に
応えつづける

国内外のお客さまの「今欲しい」
「今したい」に、スピード感と
お客さま第一義をもって応える

アコムグループで培ったノウハウを
提供し、提携先の企業価値の向上に
貢献する

社員とその家族を今日よりも明日、
さらに幸せにする

持続的な企業価値の向上を通じて、
安定的、継続的な還元を実現する

企業活動を通じて、持続可能な社会の
実現に貢献する

強固な信頼関係を構築し、相互発展を
実現する

お客さま

提携先

社員

株主・
投資家

社会

取引先

ビ
ジ
ョ
ン
の
実
現
　
存
在
意
義
の
発
揮

アコムグループの 
成長

ステークホルダーとの 
共創

成長サイクル（ビジネスモデル）

国内の
少子高齢化

ライフスタイルの
変化

キャッシュレス
決済の拡大

アジア諸国の
経済成長

デジタル化の
進展

気候変動

楽しく豊かな
パーソナルライフの実現と
生活文化の向上に貢献する

お客さまにとっての 
価値ある時間 

価値ある生活の実現
（中核3事業を通じた 

「今欲しい」「今したい」の実現）

アコムグループの価値創造プロセス  
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